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黒川地域行政事務組合人事行政の運営等の状況について 

 

地方公務員法第58条の2及び黒川地域行政事務組合人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規

定に基づき、次のとおり報告するものです。 

 

 

１１１１    職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数にににに関関関関するするするする状況状況状況状況                                                                                    

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの任免任免任免任免    

① 採用試験の実施状況（平成 22 年 4 月採用分） 

平成 22 年度採用者における試験内容は次のとおりです。 

区 分 受験者 合格者 

消防職（初級） 35 人 6 人 

（注）１ 「消防職」以外の職種における試験はありませんでした。 

 

② 採用者の状況（平成 21 年 4月 1日から平成 22 年 3月 31 日） 

平成 21 年度に採用した職員は次のとおりです。 

区 分 競争試験 その他 

消防職（上級） 1 人 0 人 

消防職（初級） 2 人 0 人 

計 3 人 0 人 

（注）１ 「消防職」以外の職種における採用はありませんでした。 

 

③ 退職者の状況（平成 21 年 4月 1日から平成 22 年 3月 31 日） 

平成 21 年度に退職した職員は次のとおりです。 

区 分 定年退職 勧奨退職 自己都合退職 計 

一般行政職 0 人 0 人 0 人 0 人 

消 防 職 1 人 0 人 0 人 1 人 

技能労務職 1 人 0 人 0 人 1 人 

医 療 職 0 人 0 人 0 人 0 人 

計 2 人 0 人 0 人 2 人 

 

（（（（２２２２））））職員数職員数職員数職員数    

① 職員の定数の状況（平成 21 年 4月 1日現在） 

平成 21 年 4 月 1日現在の職員数は次のとおりです。 

区 分 条例定数 職員数 

理事会の事務部局 35 人 33 人 

教育委員会の事務局 

（教育委員会の所管に属する学

校以外の教育機関の職員） 

2 人 1 人 

消防の事務部局 113 人 113 人 

計 150 人 147 人 
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② 部門別職員数の状況（各年 4月 1日現在） 

区  分 職 員 数 

対前年増減数 

部  門 平成20年度 平成21年度 

普通会 

計部門 

一般行 

政部門 

総 務 10 人 9 人 △1人 

民 生 1 人 1 人 0 人 

衛 生 20 人 21 人 1 人 

教育部門 1 人 1 人 0 人 

消防部門 112 人 113 人 1 人 

小  計 144 人 145 人 1 人 

公営企 

業等会 

計部門 

病院部門 2 人 2 人 0 人 

合  計 146 人 147 人 1 人 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

 

③ 職種別職員数の状況（各年 4月 1日現在） 

職  種 平成20年度 平成21年度 差 引 

一般行政職 22 人 22 人 0 人 

消 防 職 111 人 112 人 1 人 

技能労務職 12 人 12 人 0 人 

医 療 職 1 人 1 人 0 人 

合  計 146 人 147 人 1 人 

 

④ 年齢別職員構成の状況（平成 21 年 4月 1 日現在） 

 20 歳 20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳  

職 種 

 

～

 

～

 

～

 

～

 

～

 

～

 

～

 

～

 

～

 

～

 

 

合 計 

 未満 23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上  

行政職 0 人 0 人 0 人 2 人 1 人 4 人 0 人 1 人 2 人 7 人 5 人 0 人 22 人 

消防職 1 人 10 人 5 人 11 人 28 人 4 人 0 人 12 人 18 人 14 人 9 人 0 人 112 人 

労務職 0 人 0 人 0 人 1 人 3 人 2 人 0 人 2 人 2 人 1 人 1 人 0 人 12 人 

医療職 *人 *人 *人 *人 *人 *人 *人 *人 *人 *人 *人 *人 1 人 

※該当者が 3人以下の欄は*（アスタリスク）で表示されています。 

 

 

 

２２２２    職員職員職員職員のののの給与給与給与給与のののの状況状況状況状況                                                                                                                 

１ 総括 

（（（（１１１１））））人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算））））    

区 分 

歳出額 実質収支 人件費 人件費率 

（参考） 

平成 19 年度 

の人件費率 
Ａ  Ｂ （Ｂ/Ａ） 

平成 21 年度 1,944,093 千円 25,149 千円 1,080,855 千円 55.6％ 58.9％ 
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（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 22222222 年度普通会計当初予算年度普通会計当初予算年度普通会計当初予算年度普通会計当初予算））））    

区 分 

職員数  給 与 費  計 

1 人当たり 

給与費 

Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 Ｂ （Ｂ/Ａ） 

平成 22 年度 151 人 523,001 千円 110,063 千円 197,121 千円 830,185 千円 5,498 千円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

２ 職員数は平成 22 年 4月 1日現在の人数です。 

 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給の状況 

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの平均給料月額平均給料月額平均給料月額平均給料月額、、、、平均給与月額及平均給与月額及平均給与月額及平均給与月額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））    

①一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

黒川地域行政事務組合 48.1 歳 328,436 円 365,462 円 

宮城県 43.1 歳 332,981 円 403,546 円 

国 41.5 歳 325,521 円 391,770 円（注 3） 

 

②技能労務職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

黒川地域行政事務組合 43.0 歳 244,342 円 288,711 円 

 うち清掃職員 41.9 歳 242,927 円 288,666 円 

 うちその他 55.9 歳 259,900 円 289,200 円 

宮城県 49.6 歳 316,948 円 362,404 円 

国 49.2 歳 285,548 円 322,737 円（注 3） 

 

③消防職 

区 分 平均年齢 平均給料額 平均給与月額 

黒川地域行政事務組合 40.6 歳 292,031 円 345,035 円 

宮城県 － － － 

国 － － － 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成 21 年 4月 1日現在における各職種の職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

などのすべての諸手当額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされている

ものです。 

３ 「国」の区分における平均給与月額には、時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていませ

ん。 

 

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））    

区 分 黒川地域行政事務組合 宮城県 国 

一般行政職 大学卒 172,200 円 168,966 円 172,200 円 

（消防職） 高校卒 140,100 円 136,553 円 140,100 円 

技能労務職 高校卒 137,200 円 134,096 円 － 
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（（（（３３３３））））職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））    

区 分 

経験年数 

7 年以上 10 年未満 

経験年数 

10 年以上 15 年未満 

経験年数 

15 年以上 20 年未満 

一般行政職 

大学卒 221,150 円 － － 

高校卒 － 260,100 円 275,650 円 

消 防 職 

大学卒 241,000 円 － － 

高校卒 191,375 円 223,056 円 265,104 円 

技能労務職 高校卒 － 211,400 円 230,200 円 

 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（（（（１１１１））））一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））    

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1 年前の構成比 

１級 主事、技師 0 人 0.0％ 0.0％ 

２級 主事、技師 5 人 22.7％ 18.2％ 

３級 主幹、技術主幹、主査、技術主査 8 人 36.4％ 45.5％ 

４級 

班長、副参事、技術副参事、会計管理者 

教育次長 

6 人 27.3％ 31.8％ 

５級 班長、参事、技術参事、会計管理者 2 人 9.1％ 0.0％ 

６級 事務局長、会計管理者 1 人 4.5％ 4.5％ 

計  22 人 100.0％ 100.0％ 

 

（（（（２２２２））））消防職消防職消防職消防職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））    

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1 年前の構成比 

１級 消防副士長、消防士 35 人 31.3％ 32.5％ 

２級 消防士長 17 人 15.2％ 16.2％ 

３級 消防司令、消防司令補 31 人 27.7％ 27.0％ 

４級 消防司令 21 人 18.7％ 18.0％ 

５級 消防司令長 7 人 6.2％ 5.4％ 

６級 消防監 1 人 0.9％ 0.9％ 

計  112 人 100.0％ 100.0％ 

 

（（（（３３３３））））技能労務職技能労務職技能労務職技能労務職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））    

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 1 年前の構成比 

１級 技術員 0 人 0.0％ 0.0％ 

２級 技術員 12 人 100.0％ 100.0％ 

３級 主任技術員、技術員 0 人 0.0％ 0.0％ 

計  12 人 100.0％ 100.0％ 

（注）１ 黒川地域行政事務組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

（（（（４４４４））））昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績反映状況勤務成績反映状況勤務成績反映状況勤務成績反映状況    

1 月 1 日から 12 月 31 日までの 1年間における業績、勤務態度や能力などを評価し、その評価に基づき、 

1 月 1日に実施する昇給区分（0号俸から 8号俸）を決定することとしている。 
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４ 職員手当の状況 

（（（（１１１１））））    期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当    

黒川地域行政事務組合 宮城県 国 

1 人あたりの平均支給額 

（平成 21 年度）  1,306,048 円 

－ － 

（平成 21 年度支給割合） （平成 21 年度支給割合） （平成 21 年度支給割合） 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

2.75 月分 1.40 月分 2.75 月分 1.40 月分 2.75 月分 1.40 月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置【有】 

・役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置【有】 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による

加算措置【有】 

・役職加算 5～20％ 

・管理職加算 10～25％ 

 

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職） 

基準日（6月 1日・12 月 1日）以前の 6ヶ月以内の期間において勤務成績（業績、勤務態度、能力等）を適

正に評価し、「特に優秀」「優秀」「良好」「良好でない」の区分に応じて理事会が成績率を決定する。 

 

（（（（２２２２））））退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））    

黒川地域行政事務組合 国 

（支給率）   （支給率）   

 自己都合 勧奨・定年  自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分 

その他加算措置 

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 

その他加算措置 

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 

 

（（（（３３３３））））地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月１１１１日日日日現在現在現在現在））））    

支給実績（平成 21 年度決算） 208 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 21 年度決算） 207,372 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

東京都 特別区 17％  17％ 

宮城県 仙台市 6％ 1 人 6％ 

宮城県 名取市 多賀城市 利府町 富谷町 3％  3％ 

 

（22 年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 国の制度（支給率） 

東京都 特別区 18％ 18％ 

宮城県 仙台市 6％ 6％ 

宮城県 名取市 多賀城市 利府町 富谷町 3％ 3％ 

（注）国の制度では、平成 22 年度での完成を目指して、平成 18 年度から支給率を段階的に引き上げることと

しています。 
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（（（（４４４４））））    特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））    

支給実績（平成 21 年度決算） 1,971 千円 

支給職員 1人当たり平均支給年額（平成 21 年度決算） 23,464 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成 21 年度） 57.5％ 

手当の種類（手当数） 4 種 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

火葬業務従事手当 火葬業務に従事した職員 火葬業務に従事した場合 1 件 200 円 

出場手当 

（水・火災） 

消防職員 

水、火災等の防ぎょ活動に従事した

場合 

1 回につき 300 円 

出場手当 

（救急） 

消防職員 

救急業務に従事した場合 

ただし、不搬送には支給しない 

1 回につき 200 円 

高度救急処置手当 消防職員 

救急救命士の資格を有する職員が、

高度救命処置を行った場合 

1 回につき 500 円 

 

（（（（５５５５））））    時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当    

支給実績（平成 21 年度決算） 15,211 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（平成 21 年度決算） 118,836 円 

支給実績（平成 20 年度決算） 20,016 千円 

職員 1人当たり平均支給年額（平成 20 年度決算） 158,857 円 

 

（（（（６６６６））））そのそのそのその他手当他手当他手当他手当（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））    

区分 内容及び支給単価 

国の制度

との異同 

国の制度

と異なる

内  容 

平成 21 年度

支 給 実 績 

支給職員1人

当たりの平

均支給年額 

扶

養

手

当 
1 配偶者 13,000 円 

同じ  26,227 千円 236,279 円 

2 配偶者以外の扶養親族 1 人につき 6,500 円 

ただし、職員に配偶者がない場合は、そのうち 1

人について 11,000 円 

※扶養親族である子のうち、満 15 歳に達する日

以後最初の 4月 1日から満 22 歳に達する日以

後の最初の 3月 31 日までの間にある子 1人に

つき 5,000 円加算 

住

居

手

当 

1 借家、借間に住居している職員 

〃  4,764 千円 140,118 円 

ア 月額 23,000 円以下の家賃を支払っている職員 

家賃－12,000 円 

イ 月額 23,000 円を超える家賃を支払っている職

員 

11,000 円＋（家賃－23,000 円）/2 

（限度額 27,000 円） 

2 世帯主である職員が新築、購入した住居について 

は、新築・購入した日から 5年間 2,500 円を支給 

※2については、平成 21年 12 月より廃止 
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通

勤

手

当 

1 交通機関等の利用者 

1 箇月に要する運賃等（最も経済的かつ合理的なも

の）で 55,000 円を限度として支給 

2 自動車等の利用者（片道 2km 以上） 

使用距離（片道）により、2,000 円～24,500 円 

〃  

 

10,538 千円 

 

79,833 円 

管

理

職

手

当 

管理、監督の地位にある職員に対し、その勤務の特

殊性に基づき支給 

支給額＝給料月額×支給率（5％～10％） 

〃  5,847 千円 324,833 円 

休

日

勤

務

手

当 

休日において、正規の勤務時間に勤務することを命

じられ勤務した職員に支給 

支給額＝勤務 1 時間当たりの給与額×支給割合

（135/100）×勤務時間数 

〃  30,395 千円 366,205 円 

夜

間

勤

務

手

当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午前 5

時までの間に勤務することを命じられ勤務した職

員に支給 

支給額＝勤務 1 時間当たりの給与額×支給割合

（25/100）×勤務時間数 

 

 

〃 

 8,389 千円 101,072 円 

    

    

    

（（（（７７７７））））    特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））    

区 分 給料月額・報酬年額 

 

 

 

給

料

 

助 役 月額 606,600 円  

報

 
酬

 

理事長 年額 138,500 円  

理 事 年額 130,500 円  

議 長 年額 132,000 円  

副議長 年額 129,000 円  

議 員 年額 127,000 円  

期

末

手

当

 

助 役 

（平成 21 年度支給割合） 

3.10 月分 

退

職

手

当

 

助 役 

（算定方式） 

給料月額×在職月数×26/100 

（1 期の手当額） 

7,570,368 円 

（支給時期） 

任期毎 

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８ヶ

月）勤めた場合における退職手当の見込額です。 
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３３３３    職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況                                                                            

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間    

① 理事会事務部局職員 

職員の勤務時間は休憩時間を除き 1 週間当たり 40 時間で、1日の勤務時間は次のとおりです。 

区 分 始業時間 終業時間 休憩時間 

一般行政職等 8：30 17：30 12：00 から 13：00 

 

② 環境管理センターに勤務する職員の勤務時間区分表 

適用職員 勤務区分 

勤務時間 

休憩時間 

始業時間 終業時間 

所長が命じる職員 

早番勤務 6：30 15：30 勤務時間の途中に 60 分と

し、その時限は業務の実情

に応じ所長が定める 

平常勤務 8：30 17：30 

遅番勤務 12：15 21：15 

 

③ 事業班に勤務する職員の勤務時間区分表 

適用職員 勤務区分 

勤務時間 

休憩時間 

始業時間 終業時間 

介護認定審査会に

出席を命じられた

職員 

出席当日 8：30 20：30 

午後 0 時から午後 1 時まで

及び午後 5時 30分から午後

5 時 45 分まで 
出席翌日 8：30 14：30 

 

④ 消防事務部局職員 

区 分 始業時間 終業時間 休憩時間 

毎日勤務 8：30 17：30 12：00 から 13:00 

隔日勤務 8：30 翌日の 8：30 

1 当務 2時間 

仮眠のための休憩時間帯（午後 10 時から翌日

の午前 6 時まで）に通算し 6 時間 

 

（（（（２２２２））））年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 1111 月月月月 1111 日日日日からからからから平成平成平成平成 21212121 年年年年 12121212 月月月月 31313131 日日日日））））    

年間 20 日の年次有給休暇が付与され、20 日を限度として翌年に繰り越すことができます。 

区 分 総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率 

一般行政職等 1,308 日 348 日 34 人 10.2 日 26.6％ 

消 防 職 4,403 日 798 日 112 人 7.1 日 18.1％ 

 

（（（（３３３３））））病気休暇病気休暇病気休暇病気休暇    

職員が病気にかかり、又は負傷を受け、そのため療養を必要とするときには、療養のため休暇

を取得することができます。 

 

（（（（４４４４））））特別休暇特別休暇特別休暇特別休暇    

選挙権の行使、結婚、出産、交通機関等の事故など一定の要件に該当するときは、特別休暇を

取得することができます。 

 

（（（（５５５５））））介護休暇介護休暇介護休暇介護休暇    

職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により介護をするため勤務し

ないことが相当であると認められるときは、6 月の範囲内で介護休暇を取得できます。介護休暇

により勤務しない期間は無給となります。 
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（（（（６６６６））））育児休暇育児休暇育児休暇育児休暇    

職員が 3歳に満たない子を養育するため、当該子が 3歳に達する日まで育児休業をすることが

できます。ただし、育児休業により勤務しない期間は無給となります。 

なお、期末手当及び勤勉手当については、勤務した期間に応じて支給されます。 

 

 

４４４４    職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況                                                                                         

（（（（１１１１））））分限処分分限処分分限処分分限処分（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日からからからから平成平成平成平成 22222222 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日））））    

分限処分とは、勤務実績不良の場合や、心身の故障の場合、又はその職に必要な適格性を欠く

場合等において、公務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために行われる処分です。 

処分の種類 

処分事由 

降任 免職 休職 降格 合計 失職 

勤務実績が良くない場合 地公法第 28 条第 1 項 1号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

心身の故障の場合 

地公法第 28 条第 1 項 2号 

地公法第 28 条第 2 項 1号 

0 人 0 人 1 人 0 人 1 人 0 人 

職に必要な的確性を欠く場合 地公法第 28 条第 1 項 3号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

職制、定数の改廃、予算の減少

により廃職、過員を生じた場合 

地公法第 28 条第 1 項 4号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

刑事事件に関し起訴された場

合 

地公法第 28 条第 2 項 2号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

条例で定める事由による場合 地公法第 27 条第 2 項 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

合    計  0 人 0 人 1 人 0 人 1 人 0 人 

地公法第 28 条第 4 項により失職した者 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

 

 

（（（（２２２２））））懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日からからからから平成平成平成平成 22222222 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日））））    

懲戒処分とは、公務における規律と秩序を維持するため、職務上の義務に違反し、若しくは職

務を怠った場合又は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合において、職場の秩序

を維持し快復を図るために行われる処分です。 

処分の種類 

処分事由 

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 地公法第 29 条第 1 項 1号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 

地公法第 29 条第 1 項 2号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 

地公法第 29 条第 1 項 3号 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

合    計  0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
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５５５５    職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況                                                                                                                    

（（（（１１１１））））服務制度服務制度服務制度服務制度のののの概要等概要等概要等概要等    

法第 30 条では、服務の根本基準として、「すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

ために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と

されており、下記の義務や制限が定められています。 

服務の具体的内容 法の規定 

服務の宣誓 法第 31 条 

法令及び上司の命令に従う義務 法第 32 条 

信用失墜行為の禁止 法第 33 条 

秘密を守る義務 法第 34 条 

職務に専念する義務 法第 35 条 

政治的行為の制限 法第 36 条 

争議行為等の禁止 法第 37 条 

営利企業等の従事制限 法第 38 条 

ただし、研修を受ける場合や定期健康診断を受診する場合のほか、人事委員会が定める場合に

職務に専念する義務が免除されることがあります。また、営利企業への従事に関しては、許可基

準を設け運用しています。 

 

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの営利企業等従事許可営利企業等従事許可営利企業等従事許可営利企業等従事許可のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日～～～～平成平成平成平成 22222222 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日））））    

職員が営利企業等に従事する場合には、地方公務員法に基づき任命権者の許可が必要です。 

区  分 件数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団

体の役員、その他地方公共団体の規則に定める地位を兼ねる場合 

2 件 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合（農業他） 0 件 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合（統計調査等） 0 件 

 

６６６６    職員職員職員職員のののの研修及研修及研修及研修及びびびび勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況                                                                                

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの研修研修研修研修    

① 理事会事務部局 

研 修 名 実施区分 実施年月 

受講 

者数 

一般職員研修Ⅰ 宮城県市町村職員研修所 Ｈ21.6 1 人 

管理者研修Ⅰ 宮城県市町村職員研修所 Ｈ21.7・Ｈ22.1 3 人 

管理者研修Ⅱ 宮城県市町村職員研修所 Ｈ21.7 1 人 

条例・規則作成研修 宮城県市町村職員研修所 Ｈ21.5 1 人 

契約事務研修 宮城県市町村職員研修所 Ｈ21.5 1 人 

公会計改革講座 宮城県市町村職員研修所 Ｈ21.5 1 人 

ＯＡ研修 宮城県市町村職員研修所 通年 7 人 

市町村等法制執務事務担当者研修 宮城県市町村職員研修所 Ｈ22.1 2 人 

トップセミナー 宮城県市町村職員研修所 Ｈ22.1 3 人 

フォークリフト運転技能講習 日立建機教習センター Ｈ21.10 2 人 

車両系建設機械運転技能研修 日立建機教習センター Ｈ21.10～11 2 人 

玉掛け技能研修 日立建機教習センター Ｈ21.11 2 人 

廃棄物処理施設技術管理者研修 日本環境衛生センター Ｈ22.3 1 人 

計   27 人 
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② 消防事務部局 

研 修 名 実施区分 実施年月 

受講 

者数 

気管挿管講習 宮城県消防学校 Ｈ21.6 2 人 

薬剤投与講習 宮城県消防学校 Ｈ21.11～12 2 人 

初級幹部科教育 宮城県消防学校 Ｈ21.11 1 人 

警防科教育 宮城県消防学校 Ｈ21.11～12 2 人 

危険物科教育 宮城県消防学校 Ｈ21.11 2 人 

上級幹部科教育 宮城県消防学校 Ｈ22.1 1 人 

初任総合教育 宮城県消防学校 Ｈ21.4～Ｈ22.3 3 人 

東北六県管理者研修（地震防災） 東北自治研修所 Ｈ21.10 1 人 

救急救命士薬剤投与講習 (財)救急振興財団 Ｈ21.6～7 1 人 

救急救命士養成研修 (財)救急振興財団 Ｈ21.9～Ｈ22.3 1 人 

危険物保安技術講習 (財)全国消防長会 Ｈ21.7 1 人 

消防実務講習 (財)全国消防長会 Ｈ21.11 1 人 

予防・広報講習 (財)全国消防長会 Ｈ21.11 1 人 

救急救命士総合想定訓練研修 (財)救急振興財団 Ｈ22.1 1 人 

２級小型船舶操縦士講習 (財)小型船舶職員養成協会 Ｈ21.10 1 人 

小型移動式クレーン運転技能講習 ボイラ・クレーン安全協会 Ｈ22.1 1 人 

玉掛け技能講習 ボイラ・クレーン安全協会 Ｈ22.1 1 人 

消防・救急緊急自動車運転技能研修 安全運転中央研修所 Ｈ21.5 1 人 

救急救命士就業前研修 病院研修 Ｈ21.5～6 1 人 

救急救命士再教育研修 病院研修 Ｈ21.7～12 4 人 

救急救命士気管挿管実習 病院研修 Ｈ21.10～Ｈ22.3 2 人 

救急救命士薬剤投与病院研修 病院研修 Ｈ21.7～Ｈ22.1 3 人 

宮城 JPTEC プロバイダー講習 宮城県消防学校 Ｈ21.5・12 2 人 

救急指導者研修プログラム受講 仙台市消防局 Ｈ21.5 3 人 

計   39 人 

 

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定状況評定状況評定状況評定状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日からからからから平成平成平成平成 22222222 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日））））    

評定基準日 評定の対象人数 

平成 21 年 12 月 1 日 146 名 

 

（（（（３３３３））））職員職員職員職員のののの勤勉手当成績率判定勤勉手当成績率判定勤勉手当成績率判定勤勉手当成績率判定のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成 21212121 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日からからからから平成平成平成平成 22222222 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日））））    

評定基準日 評定の対象人数 

平成 21 年 6 月 1日 146 名 

平成 21 年 12 月 1 日 146 名 
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７７７７    職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益保護利益保護利益保護利益保護のののの状況状況状況状況                                                                                            

（（（（１１１１））））職員職員職員職員のののの福祉福祉福祉福祉    

① 健康診断実施状況 

区  分 理事会部局等 消防部局 受診者数 

定期健康診断（人間ドック含む） 32 人 113 人 145 人 

胃がん検診 23 人 74 人 97 人 

子宮がん検診 3 人 0 人 3 人 

乳がん検診 4 人 0 人 4 人 

 

② 共済制度 

共済制度とは、職員の掛金と使用者である地方公共団体等の負担金を財源として、職員の生

活の安定と福祉の向上を図るもので、地方職員共済組合等が各種給付事業や福祉事業を行って

います。 

 

③ 公務災害補償 

地方公務員災害補償制度は、地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡をいう。）

又は通勤災害によって生じた損害を補償するとともに、必要な福祉事業を行うものです。 

 

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの利益保護利益保護利益保護利益保護    

職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益の保護の状況 

①勤務条件に関する措置の要求状況 

継続件数 措置要求件数 

0 件 0 件 

 

②不利益処分に関する不服申立状況 

継続件数 措置要求件数 

0 件 0 件 

 


